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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミニウム支持体上に、側鎖に重合性ビニルフェニル基を有し且つカルボキシル基含
有モノマーを共重合成分として有するポリマー、及び重合開始剤を少なくとも含有する感
光層を設けたレーザー露光用ネガ型感光性平版印刷版において、前記アルミニウム支持体
の表面に開口径が０．０２～０．３μｍの微小ピットが形成されたものであって、該微小
ピットの単位面積当たりの個数が下記式１を満足し、前記ポリマーが下記化１で表される
基を側鎖に有することを特徴とするレーザー露光用ネガ型感光性平版印刷版。
　Ｎ＞１／（Ａ×２）　　　　（式１）
　式中、Ｎは１ｍｍ２当たりの開口径が０．０２～０．３μｍの微小ピットの個数を表し
、Ａは開口径が０．０２～０．３μｍの微小ピットの平均開口面積（ｍｍ２）を表す。
【化１】
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　式中、Ｚ１は連結基を表し、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３は、水素原子、ハロゲン原子、カルボ
キシ基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、アミド基、アミノ基、アルキル基、アリール基
、アルコキシ基、アリールオキシ基であり、更にこれらの基は、アルキル基、アミノ基、
アリール基、アルケニル基、カルボキシ基、スルホ基、ヒドロキシ基で置換されていても
良い。Ｒ４は置換可能な基または原子を表す。ｎ１は０または１を表し、ｍ１は０～４の
整数を表し、ｋ１は１～４の整数を表す。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ネガ型感光性平版印刷版に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、アルミニウム板を支持体とするネガ型感光性平版印刷版は、支持体上に感光性
組成物を塗布し、陰画などを通して活性化光を照射露光し、露光部が硬化し、現像液によ
り露光部を残し未露光部を溶解除去する事で親水性表面を有するアルミニウム支持体上に
、露光パターンに応じた形で、親油性表面を有する硬化した被膜を形成するものである。
【０００３】
　上記の感光性組成物としては、ジアゾ樹脂に高分子化合物を組み合わせたものが広く用
いられており、米沢輝彦著、「ＰＳ版概論」（印刷学会出版部発行）や、永松元太郎、乾
英夫著、「感光性高分子」（講談社発行）、山岡亜夫、松永元太郎著、「フォトポリマー
テクノロジー」（日刊工業発行）等に詳しく述べられている。
【０００４】
　又、近年のコンピューターの進歩によりデジタル化された原稿データを直接レーザービ
ームを用いてフィルムを介在させずに印刷版に直接画像露光を行うＣＴＰシステムが各社
から提案されている。例えば、特開平７－２０６２９号公報、同７－２７１０２９号公報
等に挙げられている、赤外線吸収剤が光熱変換し露光部を局部的に高温にし、この際酸発
生剤が発生する酸によりレゾール樹脂およびノボラック樹脂が架橋することで画像部を形
成する平版印刷版。又、「印刷雑誌」７８巻、９頁、１９９５年等に解説がなされている
、重合開始剤、光増感色素、重合性モノマーを含む光重合反応を利用した平版印刷版等が
ある。
【０００５】
　しかしながら、上記感光性平版印刷版は、感度等の安定性、長期保存性を確保するのが
難しいという問題があり、このために、感光層上部に酸素バリア性を高めるとともに表面
の傷防止等を目的としたポリビニルアルコール等からなるオーバー層を設けることが通常
行われている。このようなオーバー層の存在によりレーザー露光の際に光の散乱等による
画質の低下の問題や、現像の際に、アルカリ現像に先立ってオーバー層除去のためのプレ
水洗工程が必要となること、および製造にあたって感光層塗布後に更にオーバー層を塗布
する工程が必要である等の問題があった。
【０００６】
　これらの問題を改良する為に、オーバー層を設けず、重合開始剤と色素増感剤および重
合性化合物を有し、色素増感剤が吸収した光エネルギーを重合開始剤より発生するラジカ
ルによる重合性化合物の重合を利用する技術として、特開２００１－２９０２７１号公報
（特許文献１）、特開２００１－２７２７７８号公報、（特許文献２）、特開２００２－
２８７３４号公報（特許文献３）に側鎖にビニル基が置換したフェニル基を有する重合体
、光ラジカル発生剤、増感色素を含有する感光組成物が開示されている。この様な感光性
組成物を利用した平版印刷版では、一般に現像温度を高くしたり、現像時間を長くして現
像処理すると、画像部が欠落しやすく、また、現像温度を低くしたり、現像時間を短くし
て現像処理すると、非画像部に感光層が残存しやすい。一般に、画像が欠落せず、非画像
部の溶出性が良好な製版を行うための現像条件（温度、時間）の範囲（以下「現像ラチチ
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ュード」という。）は広い事が好ましい。
【０００７】
　現像ラチチュードが広いということは、例えば平版印刷版の現像処理において、多量の
製版を実施する際に、現像液の劣化を伴っても、印刷性能の良好な製版が行えるという利
点がある。また、市販の自動現像機の種類によっては、多少の構造が異なる場合があるが
、この場合においても、印刷性能の良好な製版が行えるという利点がある。
【０００８】
　十分な耐刷性、耐汚れ性を確保する方法として、一般の感光性平版印刷版の分野では、
アルミニウム支持体の表面形状を特定の形状にすることが知られている。例えば、特開平
８－３００８４４号公報（特許文献４）には、中波と小波の開口径を規定した大波、中波
および小波を有する三重構造が記載されている。特開平１１－９９７５８号公報（特許文
献６）、特開平１１－２０８１３８号公報（特許文献８）には、大小の二重構造において
小波の径を規定することが記載されている。特開平１１－１６７２０７号公報（特許文献
７）には、大小の二重の凹部（ピット）に加えて更に微小な突起を付与する技術が記載さ
れている。特許第２０２３４７６号公報（特許文献１０）には、開口径を規定した二重構
造が記載されている。特開平８－３００８４４号公報（特許文献４）には、表面の滑らか
さを示す因子ａ３０を規定した二重構造が記載されている。特開平１０－３５１３３号公
報（特許文献５）には、複数の電気化学的粗面化処理（以下「電解粗面化処理」という。
）に際して重畳されるピット径の比を規定した構造が記載されている。特開２００４－２
８４３０４号公報（特許文献９）には、開口径を規定した二重構造の開口径と深さの比を
規定している。
【特許文献１】特開２００１－２９０７１号公報
【特許文献２】特開２００１－２７２７７８号公報
【特許文献３】特開２００２－２８７３４号公報
【特許文献４】特開平８－３００８４４号公報
【特許文献５】特開平１０－３５１３３号公報
【特許文献６】特開平１１－９９７５８号公報
【特許文献７】特開平１１－１６７２０７号公報
【特許文献８】特開平１１－２０８１３８号公報
【特許文献９】特開２００４－２８４３０４号公報
【特許文献１０】特許第２０２３４７６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、側鎖に重合性スチレン基を有するポリマー及び重合開始剤を少なくと
も含有する感光層を設けたレーザー露光用ネガ型感光性平版印刷版において、現像ラチチ
ュードの広いレーザー露光用ネガ型平版印刷版を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の上記課題は、アルミニウム支持体上に、側鎖に重合性ビニルフェニル基を有し
且つカルボキシル基含有モノマーを共重合成分として有するポリマー、及び重合開始剤を
少なくとも含有する感光層を設けたレーザー露光用ネガ型感光性平版印刷版印刷版におい
て、前記アルミニウム支持体の表面に開口径が０．０２～０．３μｍの微小ピットが形成
されたものであって、該微小ピットの単位面積当たりの個数が下記式１を満足することに
より達成された。
　Ｎ＞１／（Ａ×２）　　　　（式１）
　式中、Ｎは１ｍｍ２当たりの０．０２～０．３μｍの微小ピットの個数を表し、Ａは開
口径が０．０２～０．３μｍの微小ピットの平均開口面積（ｍｍ２）を表す。
【発明の効果】
【００１１】
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　本発明によって、アルミニウム支持体上に、側鎖に重合性ビニルフェニル基を有するポ
リマー及び重合開始剤を少なくとも含有する感光層を設けたレーザー露光用ネガ型感光性
平版印刷版において、現像ラチチュードの広いレーザー露光用ネガ型感光性平版印刷版を
提供する事ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明者等は、アルミニウム支持体の表面処理において、種々の検討を行った結果、側
鎖に重合性ビニルフェニル基を有するポリマー及び重合開始剤を少なくとも含有する感光
層を設けたレーザー露光用ネガ型感光性平版印刷版においては、微小ピットを有し、且つ
、ピットの発生頻度が多いアルミニウム支持体を用いることが、画像の欠落の防止に有効
で、現像ラチチュードを広げることができることを見出した。
【００１３】
　以下本発明について詳細に説明する。本発明の開口径０．０２～０．３μｍの微小ピッ
トは、１ｍｍ２あたりの数Ｎが、前記式１を満たすものであり、開口径０．０２～０．３
μｍの微小ピット数Ｎと平均開口面積Ａは、走査型電子顕微鏡を用いて５０，０００倍で
開口径０．０２～０．３μｍの微小ピットが鮮明に撮影できるように明るさとコントラス
トを調整して撮影した写真から求める。その具体的な方法としては、上記写真をスキャナ
ーでデジタル画像化し、その後、画像処理モノクロ２階調画像に変換する。ここで、開口
径０．０２～０．３μｍの微小ピット以外のピットは全て消去する。この時、ピット形状
が真円でない場合は、長さが短い部分の開口径を対象とする。
【００１４】
　この画像からピットの数を数え、１ｍｍ２あたりの数に換算してＮを算出する。また、
このモノクロ２階調画像の白部と黒部のビット数を数え、ピット部である黒部の面積率を
求め、ピットの総面積を算出する。この総面積をピット数Ｎで割ることによって、平均開
口面積Ａを求める。つまり、前記式１は、開口径に応じたピットの発生頻度をアルミニウ
ムの表面積が２対し、ピットの開口面積が１以上であることを意味する。
【００１５】
　この開口径０．０２～０．３μｍの微小ピットは、開口径０．１μｍ以下の微小ピット
が多く存在することが好ましい。また、本発明の開口径０．０２～０．３μｍの微小ピッ
トは、開口径０．３μｍ程度のピットの中に、開口径０．０２μｍ程度のピットが存在す
る重畳構造を有していてもよく、この場合、小さい方のピットを計算の対象とする。この
開口径０．０２～０．３μｍの微小ピットの中心深さまたは高さは、ピットの開口径の１
／３以上、好ましくは１／２～３くらいが望ましい。
【００１６】
　本発明の開口径０．０２～０．３μｍの微小ピットを有するアルミニウム支持体は、一
般的な平版印刷版で用いられるアルミニウム支持体の製造方法において、各工程の様々は
、表面処理条件を組み合わせる事によって作製することができる。その作製方法としては
、例えば、電解粗面化処理の条件と、デスマット処理の条件の組み合わせる方法、または
陽極酸化処理における液組成の選択、或いは陽極酸化処理後に後処理を施す方法がある。
【００１７】
　電解粗面化処理条件とデスマット処理条件との組み合わせで作製する場合は、例えば、
電解液として１質量％の塩酸溶液を用い、処理温度が４０℃、電圧が１２Ｖ、電気量が４
５０クーロン／ｄｍ２で電解粗面化処理した後、２質量％の水酸化ナトリウム水溶液を用
いて、２５℃以下でデスマット処理し、さらにその後、一般的な陽極酸化処理を施すこと
によって得ることができる。
【００１８】
　また、陽極酸化処理の液組成の選択によって作製する場合は、例えば、一般的な粗面化
処理、デスマット処理の後に、２５質量％の硫酸と５質量％の燐酸の混合液を用いて、処
理温度が３０℃、電流密度０．１～１０Ａ／ｄｍ２、電圧５～３０Ｖで陽極酸化処理する
ことによって得ることができる。
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【００１９】
　さらにまた、後処理の選択によって作製する場合は、例えば、一般的な粗面化処理、デ
スマット処理、陽極酸化処理の後に、９０℃以上の熱水で処理することによって得ること
ができる。
【００２０】
　以下に一般的な平版印刷版で用いられる表面処理方法について説明する。アルミニウム
板には純アルミニウム及び各種の金属、例えば、珪素、マグネシウム、鉄、銅、亜鉛、マ
ンガン、クロム、チタン等を少量含むアルミニウム合金板が使用される。
【００２１】
　上記アルミニウム板はオフセット印刷版用の支持体とするため、感光層を塗布する前に
表面処理が施される。表面処理では一般に脱脂、粗面化、デスマット、陽極酸化の各処理
が行われる。これらの処理は通常アルミニウムのコイルを用いて連続的に行われ、各処理
の後には必要に応じて水洗が加えられる。
【００２２】
　脱脂処理はアルミニウム表面の圧延時の油或は空気との接触により生成する酸化膜等を
除去し、清浄なアルミニウム板の表面を露出させて、以降の工程がムラなく処理できるよ
うに施される。脱脂処理の方法としては、例えばトリクロロエチレン、パークロロエチレ
ン、等による溶剤脱脂、水酸化ナトリウム、炭酸ナトリウム、メタ珪酸ナトリウム、燐酸
三ナトリウム、ピロ燐酸四ナトリウム、石鹸等、或はこれらの混合物によるアルカリ脱脂
、界面活性剤、ケロシン、トリエタノールアミン、水酸化ナトリウム等を組合せたエマル
ジョン脱脂、さらに上記の化学脱脂では取れない汚染を除く仕上げ脱脂と呼ばれる電解脱
脂等の方法がある。
【００２３】
　一般に粗面化処理は表面に凹凸を与えるものであり、ブラシグレイニング、ボールグレ
イニング、液体ホーニング等の機械的粗面化方法、塩酸或は硝酸等による化学的エッチン
グによる化学的粗面化方法、或はこれらの酸による電気化学的エッチングによる電解粗面
化方法、或はこれらを組合せて粗面化する方法が知られている。
【００２４】
　電解粗面化方法におけるアルミニウム板に供給される電力は、電解液の組成、温度、電
極間距離等により変わるが、印刷版として適切な砂目を得るためには、一般に、電圧では
１～６０Ｖ、処理面における電流密度では５～６０Ａ／ｄｍ２、電気量では５０～４００
０クーロンの範囲で使われる。また、電解液の温度は０～６０℃、電極とアルミニウム板
との距離は１～１０ｃｍの範囲である。
【００２５】
　電解液としては、硝酸或はその塩、塩酸或はその塩、或はそれらの１種或は２種以上の
混合物の水溶液が使用できる。さらに必要に応じて硫酸、燐酸、クロム酸、ほう酸、有機
酸、或はそれらの塩、硝酸塩、塩化物、アンモニウム塩、アミン類、界面活性剤、その他
の腐食促進剤、腐食抑制剤、安定化剤等を加えて使用される。
【００２６】
　電解液の濃度としては上記の酸類の濃度が０．１～１０質量％であり、電解液中のアル
ミニウムイオンの濃度を０～１０ｇ／リットル範囲に維持したものが使われる。また、電
解粗面化処理では電解の進行により、アルミニウムがとけ込み、酸類が消費されるので、
電解液の組成が所定の設定範囲をはずれないように、電解液の一部を廃棄しながら、酸類
を補給するのが一般的である。
【００２７】
　デスマット処理とは、粗面化処理で生成したスマットを溶解除去するための処理である
。粗面化処理後、デスマットすることにより、スマットが溶解し、ピット面が現われる。
デスマット処理には、水酸化ナトリウム等アルカリ剤、或いは燐酸、硫酸、硝酸、過塩素
酸等の酸、或いはそれらの混合物が使用できるが、それぞれスマット除去能力に違いがあ
り、処理液の種類或いはその濃度或いは処理温度によってその除去能力を調整して使用さ
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れる。
【００２８】
　粗面化され、デスマットされたアルミニウム板には、次に陽極酸化処理が施される。オ
フセット印刷版用支持体では、表面の保水性と感光層の接着性向上を図るため酸化膜とし
ては多孔性の陽極酸化膜が形成される。
【００２９】
　陽極酸化の電解液としては生成酸化膜の溶解性が低い酸が好ましく、硫酸、蓚酸、クロ
ム酸、燐酸等或はこれらの混合物が使用できる。陽極酸化に際して生成する陽極酸化膜の
マイクロポアの大きさは上記酸の種類によって変化し、通常０．０１μｍ程度であり、本
発明の開口径が０．０２～０．３μｍの範囲から外れる。しかし、陽極酸化処理の方法に
よっては、開口径が０．０２～０．３μｍの範囲のマイクロポアを作製することができ、
その場合には本発明の対象となる。
【００３０】
　陽極酸化膜は陽極にのみ生成するので、電流は通常直流電流が使用される。陽極酸化の
条件としては、液濃度１～４０質量％、電流密度０．１～１０Ａ／ｄｍ２、電圧５～３０
Ｖの範囲で使用され、電流は直接給電法或いは間接給電法により供給される。陽極酸化膜
の厚みは電流密度と時間により変えられ、印刷版の耐刷グレードによって適宜調整される
。温度は陽極酸化膜の硬度に影響を与え、低温の方が硬度は高くなるが、可撓性に劣るた
め、通常は常温付近の温度で陽極酸化される。陽極酸化処理後水洗処理が施される。
【００３１】
　一般的な平版印刷版では、必要に応じて陽極酸化処理後に後処理を行う。後処理の方法
としては、例えば、熱水処理する方法、英国特許第１，２３０，４４７号に開示されたポ
リビニルホスホン酸の水溶液中に浸漬処理する方法やケイ酸塩溶液に浸漬処理する方法、
親水性高分子の下塗層を設ける方法が知られている。
【００３２】
　本発明において、アルミニウム支持体上に設けられる感光層の組成は、詳しくは後述す
るが、少なくとも、側鎖に重合性ビニルフェニル基を有しかつカルボキシル基含有モノマ
ーを共重合成分として有するポリマー、及び光重合開始剤を含有し、好ましくは更に重合
性モノマーを含有する。更に、増感色素、重合禁止剤、界面活性剤、着色顔料等が必要に
応じて添加される。従って、感光層の塗工液は、上記したような薬剤が有機溶剤中に溶解
あるいは分散された状態で含有する。
【００３３】
　塗工液中における上記した全薬剤の濃度は、５～３０質量％程度の濃度で調製される。
その中でポリマーの濃度は、１～２５質量％の濃度で含有するのが好ましい。感光層の乾
燥膜厚は、０．５～１０μｍの範囲で形成するのが好ましく、特に１～５μｍの範囲が好
ましい。従って、塗工液の塗布量は、予め設定された感光層の厚み及び塗工液中のポリマ
ー濃度から設定される。
【００３４】
　塗布方式としては、例えばロールコーティング、ディップコーティング、エアナイフコ
ーティング、グラビアコーティング、ホッパーコーティング、ブレードコーティング、ワ
イヤドクターコーティングなどが挙げられる。
【００３５】
　本発明の塗工液に使用される全有機溶剤の５０質量％以上含有する沸点が１１０℃未満
の有機溶剤としては、大気圧下で沸点が１１０℃未満の有機溶剤であれば特に限定される
物ではなく使用できる。例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メタノール、エタノー
ル、テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソラン、シクロヘキサン
、酢酸メチル、酢酸エチル等が挙げられる。特に好ましい有機溶剤としてテトラヒドロフ
ラン、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソランが挙げられる。全有機溶剤に対して５
０質量％以上含有する必要があり、好ましくは、７０質量％以上、更に好ましくは、８０
質量％以上含有する事である。
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【００３６】
　前記有機溶剤の他に塗工液中の分散体の安定性、塗工面の安定助剤等、種々の目的に応
じて、１１０℃以上の高沸点溶剤を含有する事は好ましい形態の１つで、例えば、Ｎ．Ｎ
ジメチルホルムアミド、シクロヘキサノン、エチレングリコールモノエチルエーテル等が
、好ましく用いられる。しかし、感光層中に多量に残存する事は前述した様に、経時保存
安定性の悪化、印刷性能としての耐刷性の悪化を引き起こす原因になる為好ましくない。
含有量には注意が必要で好ましくは全有機溶剤の３０質量％以下、更に好ましくは２０％
以下である。
【００３７】
　本発明に使用される、側鎖にビニルフェニル基を有しかつカルボキシル基含有モノマー
を共重合成分として有するポリマーについて説明する。カルボキシル基含有モノマーとし
ては、アクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸２－カルボキシエチルエステル、メタクリ
ル酸２－カルボキシエチルエステル、クロトン酸、マレイン酸、フマル酸、マレイン酸モ
ノアルキルエステル、フマル酸モノアルキルエステル、４－カルボキシスチレン等のよう
な例が挙げられる。
【００３８】
　本発明に用いられるポリマーとして、重合性ビニルフェニル基を側鎖に有し、かつカル
ボキシ基含有モノマーを共重合成分として有するポリマーである。ビニルフェニル基は、
直接もしくは連結基を介して主鎖と結合したものであり、連結基としては特に限定されず
、任意の基、原子またはそれらの複合した基が挙げられる。また、フェニル基は置換可能
な基もしくは原子で置換されていても良く、また、ビニル基はハロゲン原子、カルボキシ
基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、アミド基、アミノ基、アルキル基、アリール基、ア
ルコキシ基、アリールオキシ基等で置換されていても良い。上記した側鎖にビニルフェニ
ル基を有する重合体とは、更に詳細には、下記化１で表される基を側鎖に有するものであ
る。
【００３９】
【化１】

【００４０】
　式中、Ｚ１は連結基を表し、Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３は、水素原子、ハロゲン原子、カル
ボキシ基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、アミド基、アミノ基、アルキル基、アリール
基、アルコキシ基、アリールオキシ基等であり、更にこれらの基は、アルキル基、アミノ
基、アリール基、アルケニル基、カルボキシ基、スルホ基、ヒドロキシ基等で置換されて
いても良い。Ｒ４は置換可能な基または原子を表す。ｎ１は０または１を表し、ｍ１は０
～４の整数を表し、ｋ１は１～４の整数を表す。
【００４１】
　上記一般式について更に詳細に説明する。Ｚ１の連結基としては、酸素原子、硫黄原子
、アルキレン基、アルケニレン基、アリーレン基、－Ｎ（Ｒ５）－、－Ｃ（Ｏ）－Ｏ－、
－Ｃ（Ｒ６）＝Ｎ－、－Ｃ（Ｏ）－、スルホニル基、複素環基、及び下記化２で表される
基等の単独もしくは２以上が複合した基が挙げられる。ここでＲ５及びＲ６は、水素原子
、アルキル基、アリール基等を表す。更に、上記した連結基には、アルキル基、アリール
基、ハロゲン原子等の置換基を有していてもよい。
【００４２】
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【化２】

【００４３】
　上記複素環基としては、ピロール環、ピラゾール環、イミダゾール環、トリアゾール環
、テトラゾール環、イソオキサゾール環、オキサゾール環、オキサジアゾール環、イソチ
アゾール環、チアゾール環、チアジアゾール環、チアトリアゾール環、インドール環、イ
ンダゾール環、ベンズイミダゾール環、ベンゾトリアゾール環、ベンズオキサゾール環、
ベンズチアゾール環、ベンズセレナゾール環、ベンゾチアジアゾール環、ピリジン環、ピ
リダジン環、ピリミジン環、ピラジン環、トリアジン環、キノリン環、キノキサリン環等
の含窒素複素環、フラン環、チオフェン環等が挙げられ、更にこれらの複素環には置換基
が結合していても良い。
　化１で表される基の例を以下に示すが、これらの例に限定されるものではない。
【００４４】

【化３】
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【化４】

【００４６】
【化５】

【００４７】
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【化６】

【００４８】
　上記化１で表される基の中には好ましいものが存在する。即ち、Ｒ１及びＲ２が水素原
子でＲ３が水素原子もしくは炭素数４以下の低級アルキル基（メチル基、エチル基等）で
あるものが好ましい。更に、Ｚ１の連結基としては複素環を含むものが好ましく、ｋ１は
１または２であるものが好ましい。
【００４９】
　化１で示される基を有し、かつカルボキシ基含有モノマーを共重合成分として有するポ
リマーの例を下記に示す。式中、数字は共重合体トータル組成１００質量％中に於ける各
繰り返し単位の質量％を表す。
【００５０】
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【００５１】
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【００５２】
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【００５３】
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【化１１】

【００５５】
　本発明のポリマーは、更に他のモノマーを共重合体成分として含んでもよい。他のモノ
マーとしては、スチレン、４－メチルスチレン、４－ヒドロキシスチレン、４－アセトキ
シスチレン、４－カルボキシスチレン、４－アミノスチレン、クロロメチルスチレン、４
－メトキシスチレン等のスチレン誘導体、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メ
タクリル酸ブチル、メタクリル酸ヘキシル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリ
ル酸シクロヘキシル、メタクリル酸ドデシル等のメタクリル酸アルキルエステル類、メタ
クリル酸フェニル、メタクリル酸ベンジル等のメタクリル酸アリールエステル或いはアル
キルアリールエステル類、メタクリル酸２－ヒドロキシエチル、メタクリル酸２－ヒドロ
キシプロピル、メタクリル酸メトキシジエチレングリコールモノエステル、メタクリル酸
メトキシポリエチレングリコールモノエステル、メタクリル酸ポリプロピレングリコール
モノエステル等のアルキレンオキシ基を有するメタクリル酸エステル類、メタクリル酸２
－ジメチルアミノエチル、メタクリル酸２－ジエチルアミノエチル等のアミノ基含有メタ
クリル酸エステル類、或いはアクリル酸エステルとしてこれら対応するメタクリル酸エス
テルと同様の例、或いは、リン酸基を有するモノマーとしてビニルホスホン酸等、或いは
、アリルアミン、ジアリルアミン等のアミノ基含有モノマー類、或いは、ビニルスルホン
酸およびその塩、アリルスルホン酸およびその塩、メタリルスルホン酸およびその塩、ス
チレンスルホン酸およびその塩、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸お
よびその塩等のスルホン酸基を有するモノマー類、４－ビニルピリジン、２－ビニルピリ
ジン、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルカルバゾール等の含窒素複素環を有するモノ
マー類、或いは４級アンモニウム塩基を有するモノマーとして４－ビニルベンジルトリメ
チルアンモニウムクロライド、アクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムクロラ
イド、メタクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムクロライド、ジメチルアミノ
プロピルアクリルアミドのメチルクロライドによる４級化物、Ｎ－ビニルイミダゾールの
メチルクロライドによる４級化物、４－ビニルベンジルピリジニウムクロライド等、或い
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メチルアクリルアミド、ジエチルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、ジ
アセトンアクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メトキシエチルアクリル
アミド、４－ヒドロキシフェニルアクリルアミド等のアクリルアミドもしくはメタクリル
アミド誘導体、さらにはアクリロニトリル、メタクリロニトリル、フェニルマレイミド、
ヒドロキシフェニルマレイミド、酢酸ビニル、クロロ酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、
酪酸ビニル、ステアリン酸ビニル、安息香酸ビニル等のビニルエステル類、またメチルビ
ニルエーテル、ブチルビニルエーテル等のビニルエーテル類、その他、Ｎ－ビニルピロリ
ドン、アクリロイルモルホリン、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、塩化ビニル、
塩化ビニリデン、アリルアルコール、ビニルトリメトキシシラン、グリシジルメタクリレ
ート等各種モノマー、が挙げられる。
【００５６】
　本発明に係わるポリマーの分子量については好ましい範囲が存在し、質量平均分子量と
して１０００から１００万の範囲にあることが好ましく、さらに５０００から５０万の範
囲にあることがさらに好ましい。
【００５７】
　本発明の重合開始剤としては、光照射によりラジカルを発生し得る化合物であれば任意
の化合物を使用することができる。例えば、トリハロアルキル置換された化合物（例えば
トリハロアルキル置換された含窒素複素環化合物として  トリアジン化合物およびオキサ
ジアゾール誘導体、トリハロアルキルスルホニル化合物）、ヘキサアリールビスイミダゾ
ール、チタノセン化合物、ケトオキシム化合物、チオ化合物、有機過酸化物等が挙げられ
る。これらの光重合開始剤の中でも、有機ホウ素塩、が好ましく用いられ、更に好ましく
は、有機ホウ素塩、トリハロアルキル置換化合物を使用することである。好ましく用いら
れる有機ホウ素塩としては、化１２で示される有機ホウ素アニオンを有する化合物を用い
ることである。 
【００５８】
【化１２】

【００５９】
　化１２において、Ｒ１１，Ｒ１２，Ｒ１３およびＲ１４は各々同じであっても異なって
いても良く、アルキル基、アリール基、アラルキル基、アルケニル基、アルキニル基、シ
クロアルキル基、複素環基を表す。これらの内で、Ｒ１１，Ｒ１２，Ｒ１３およびＲ１４

の内の一つがアルキル基であり、他の置換基がアリール基である場合が特に好ましい。
【００６０】
　上記の有機ホウ素塩としては、先に示した化１２で表される有機ホウ素アニオンを含む
塩であり、塩を形成するカチオンとしてはアルカリ金属イオンおよびオニウム化合物が好
ましく使用される。特に好ましい例は、有機ホウ素アニオンとのオニウム塩として、テト
ラアルキルアンモニウム塩等のアンモニウム塩、トリアリールスルホニウム塩等のスルホ
ニウム塩、トリアリールアルキルホスホニウム塩等のホスホニウム塩が挙げられる。特に
好ましい有機ホウ素塩の例を以下に示す。
【００６１】
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【化１３】

【００６２】

【化１４】

【００６３】
　感光層中に於ける有機ホウ素塩の割合については好ましい範囲が存在し、感光層トータ
ル１００質量部において該有機ホウ素塩は０．１質量部から５０質量部の範囲で含まれて
いることが好ましい。
【００６４】
  本発明に係わる有機ホウ素塩と併用し使用する、好ましい重合開始剤としてトリハロア
ルキル置換化合物が挙げられる。ここで言うトリハロアルキル置換化合物とは、具体的に
はトリクロロメチル基、トリブロモメチル基等のトリハロアルキル基を分子内に少なくと
も一個以上有する化合物であり、好ましい例としては、該トリハロアルキル基が含窒素複
素環基に結合した化合物としてｓ－トリアジン誘導体およびオキサジアゾール誘導体が挙
げられ、或いは、該トリハロアルキル基がスルホニル基を介して芳香族環或いは含窒素複
素環に結合したトリハロアルキルスルホニル化合物が挙げられる。
【００６５】
　トリハロアルキル置換した含窒素複素環化合物やトリハロアルキルスルホニル化合物の
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【００６６】
【化１５】

【００６７】
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【化１６】

【００６８】
　トリハロアルキル置換化合物を用いる場合に於いて、その感光性平版印刷版の感光層中
に於ける好ましい範囲が存在し、感光層トータル１００質量部中に於ける割合として０．
１質量部から５０質量部の範囲で含まれることが好ましい。さらに、これらは前述した有
機ホウ素塩とともに感光層中に含まれている場合において特に感度が向上するため好まし
く、この場合有機ホウ素塩に対する割合としては、有機ホウ素塩１質量部に対してトリハ
ロアルキル置換化合物は０．１質量部から５０質量部の範囲で含まれていることが好まし
い。
【００６９】
　本発明のネガ型感光性平版印刷版の感光層は、重合性モノマーを含有するのが好ましい
。これを組み合わせることによって更に高感度が実現でき、また印刷性能に優れた平版印
刷版を得ることができる。
【００７０】
　重合性モノマーとしては、重合性二重結合を有する重合性化合物が挙げられる。好まし
い重合性モノマーの例としては、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，６－ヘキ
サンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、テトラエチレン
グリコールジアクリレート、トリスアクリロイルオキシエチルイソシアヌレート、トリプ
ロピレングリコールジアクリレート、エチレングリコールグリセロールトリアクリレート
、グリセロールエポキシトリアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、
ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート等の
多官能アクリル系モノマーが挙げられる。
【００７１】
　或いは、上記の重合性化合物に代えてラジカル重合性を有するオリゴマーも好ましく使
用され、アクリロイル基、メタクリロイル基を導入した各種オリゴマーとしてポリエステ
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ル（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレー
ト等も同様に使用されるが、これらもエチレン性不飽和化合物として同様に好ましく用い
ることができる。
【００７２】
　重合性モノマーとして、更に好ましい態様は、分子内にビニル基が置換したフェニル基
を２個以上を有する重合性化合物が挙げられる。該化合物を使用した場合に於いて、発生
するラジカルにより生成するスチリルラジカル同士の再結合により効果的に架橋を行うた
め、高感度のネガ型感光性平版印刷版を作成する上で極めて好ましい。
【００７３】
　分子内にビニル基が置換したフェニル基を２個以上有する重合性化合物は、代表的には
下記一般式で表される。
【００７４】
【化１７】

【００７５】
　式中、Ｚ２は連結基を表し、Ｒ２１、Ｒ２２及びＲ２３は、水素原子、ハロゲン原子、
カルボキシ基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、アミド基、アミノ基、アルキル基、アリ
ール基、アルコキシ基、アリールオキシ基等であり、更にこれらの基は、アルキル基、ア
ミノ基、アリール基、アルケニル基、カルボキシ基、スルホ基、ヒドロキシ基等で置換さ
れていても良い。Ｒ２４は置換可能な基または原子を表す。ｍ２は０～４の整数を表し、
ｋ２は２以上の整数を表す。
【００７６】
　更に詳細に説明する。Ｚ２の連結基としては、酸素原子、硫黄原子、アルキレン基、ア
ルケニレン基、アリーレン基、－Ｎ（Ｒ２５）－、－Ｃ（Ｏ）－Ｏ－、－Ｃ（Ｒ２６）＝
Ｎ－、－Ｃ（Ｏ）－、スルホニル基、複素環基等の単独もしくは２以上が複合した基が挙
げられる。ここでＲ２５及びＲ２６は、水素原子、アルキル基、アリール基等を表す。更
に、上記した連結基には、アルキル基、アリール基、ハロゲン原子等の置換基を有してい
てもよい。
【００７７】
  上記複素環基としては、ピロール環、ピラゾール環、イミダゾール環、トリアゾール環
、テトラゾール環、イソオキサゾール環、オキサゾール環、オキサジアゾール環、イソチ
アゾール環、チアゾール環、チアジアゾール環、チアトリアゾール環、インドール環、イ
ンダゾール環、ベンズイミダゾール環、ベンゾトリアゾール環、ベンズオキサゾール環、
ベンズチアゾール環、ベンズセレナゾール環、ベンゾチアジアゾール環、ピリジン環、ピ
リダジン環、ピリミジン環、ピラジン環、トリアジン環、キノリン環、キノキサリン環等
の含窒素複素環、フラン環、チオフェン環等が挙げられ、これらには置換基が結合してい
ても良い。
【００７８】
　上記化１７で表される化合物の中でも好ましい化合物が存在する。即ち、Ｒ２１及びＲ

２２は水素原子でＲ２３は水素原子もしくは炭素数４以下の低級アルキル基（メチル基、
エチル基等）で、ｋ２は２～１０の化合物が好ましい。以下に化１７で表される化合物の
具体例を示すが、これらの例に限定されるものではない。
【００７９】
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【００８０】
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【００８１】
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【００８２】
　上記のような重合性モノマーが、ネガ型感光性平版印刷版の感光層中に占める割合に関
しては好ましい範囲が存在し、感光層トータル１００質量部中において重合性モノマーは
１質量部から６０質量部の範囲で含まれることが好ましく、さらに５質量部から５０質量
部の範囲で含まれることが特に好ましい。
【００８３】
　本発明のネガ型感光性平版印刷板の感光層に増感色素を添加することは好ましい。添加
する増感色素としては、３８０ｎｍ～１３００ｎｍの波長域において重合開始剤の分解を
増感するものであり、種々のカチオン性色素、アニオン性色素および電荷を有しない中性
の色素としてメロシアニン、クマリン、キサンテン、チオキサンテン、アゾ色素等が使用
できる。これらの内で特に好ましい例は、カチオン色素としてのシアニン、カルボシアニ
ン、へミシアニン、メチン、ポリメチン、トリアリールメタン、インドリン、アジン、チ
アジン、キサンテン、オキサジン、アクリジン、ローダミン、およびアザメチン色素から
選ばれる色素である。これらのカチオン性色素との組み合わせに於いては特に高感度でか
つ保存性に優れるために好ましく使用される。さらには近年３８０～４１０ｎｍの範囲に
発振波長を有するバイオレット半導体レーザーを搭載した出力機（プレートセッター）が
開発されている。この出力機に対応する高感度である感光系としては増感色素としてピリ
リウム系化合物やチオピリリウム系化合物を含む系が好ましい。本発明に関わる好ましい
増感色素の例を以下に示す。
【００８４】
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【００８５】
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【００８６】
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【００８７】
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【００８９】
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【００９０】
　７５０ｎｍ以上の近赤外から赤外光の波長領域の光に感光性を持たせる系に於いて増感
色素として特に好ましい例を以下に示す。
【００９１】
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【化２７】

【００９２】
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【化２８】

【００９３】
　上記のような増感色素と重合開始剤との量的な比率に於いて好ましい範囲が存在する。
増感色素1重量部に対して光重合開始剤は０．０１重量部から１００重量部の範囲で用い
ることが好ましく、更に好ましくは光重合開始剤は０．１重量部から５０重量部の範囲で
使用することが好ましい。
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【００９４】
　本発明の感光性平版印刷版の感光層に着色剤を含有する事が好ましい。画像部の視認性
を高める為に使用されるものであるが、更に好ましくは、セーフライト性向上の為に、可
視光領域に吸収を有するものである。又、画質向上の為に、感光波長域の着色剤を含有す
る事も好ましい。これら着色剤の例としては、下記のような、無機顔料、有機顔料、色素
などが挙げることができる。
【００９５】
　無機顔料としては、雲母状酸化鉄、鉛丹、黄鉛、銀朱、群青、二酸化チタン、被覆雲母
、ストンチームクロメート、チタニウムイエロー、ジンククロロメート、モリブデン赤、
酸化クロム、鉛酸カルシウム等が挙げられる。又、有機顔料としては、カーボンブラック
、フタロシアニン顔料、モノアゾ顔料、ジスアゾ顔料、縮合アゾ顔料、イソインドリノン
顔料、キノフタロン顔料、ニッケルアゾ顔料、ペリノン顔料、ペリレン顔料、アンスロン
顔料、キナクリドン顔料、アンスラキノン顔料、チオインジゴ顔料、ジオキサジン顔料、
インダスロン顔料、ピランスロン顔料等が挙げられる。又、色素としては、フタロシアニ
ン系色素、トリアリールメタン系色素、アントラキノン系色素、アゾ系色素等の各種の色
素が挙げられる。
【００９６】
　上記顔料、色素は、単独で用いてもかまわないが、２種以上を併用して用いてもよい。
【００９７】
　感光性平版印刷版を構成する他の要素として重合禁止剤の添加も好ましく行うことが出
来る。例えば、キノン系、フェノール系等の化合物が好ましく使用され、ハイドロキノン
、ｐ－メトキシフェノール、カテコール、ｔ－ブチルカテコール、２－ナフトール、２，
６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール等の化合物が好ましく用いられる。これらの重合禁
止剤と先に述べたエチレン性不飽和化合物との好ましい割合は、エチレン性不飽和化合物
 質量部に対して０．００１から０．１質量部の範囲で使用することが好ましい。
【００９８】
　本発明の感光層は、フェニルビニル基を有するポリマーを用いており、十分な感度を有
しているため、感光層上部に酸素バリア性を高める目的としたポリビニルアルコール等か
らなるオーバー層を設ける必要はない。
【００９９】
　本発明の現像液としては、ｐＨ８以上であれば、任意のアルカリ水溶液を使用すること
ができる。アルカリ剤としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化ア
ンモニウム、水酸化リチウム、ホウ酸ナトリウム、ホウ酸カリウム、ホウ酸アンモニウム
、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸水素アンモニウム、炭酸ナトリウム、炭
酸カリウム、炭酸アンモニウム、第２リン酸ナトリウム、第２リン酸カリウム、第２リン
酸アンモニウム、第３リン酸ナトリウム、第３リン酸カリウムおよび第３リン酸アンモニ
ウム等の無機アルカリ剤や、モノメチルアミン、ジメチルアミン、トリメチルアミン、モ
ノエチルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、モノイソプロピルアミン、ジイソ
プロピルアミン、トリイソプロピルアミン、ｎ－ブチルアミン、モノエタノールアミン、
ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロ
パノールアミン、トリイソプロパノールアミン、Ｎ－エチルエタノールアイミン、Ｎ－ｎ
－ブチルエタノールアミン、Ｎ－ｔ－ブチルエタノールアミン、Ｎ－ｎ－ブチルジエタノ
ールアミン、Ｎ－ｔ－ブチルジエタノールアミン、Ｎ－メチルエタノールアミン、Ｎ－メ
チルジエタノールアミン、Ｎ－アミノエチルエタノールアミン、Ｎ－アミノエチルプロパ
ノールアミン、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒド
ロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、テトラブチルアンモニウムヒドロ
キシド等の有機アルカリ剤、ケイ酸ナトリウム、ケイ酸カリウムおよびケイ酸リチウムの
ようなアルカリ金属ケイ酸塩やケイ酸アンモニウム等が挙げられる。これらは、１種また
は２種以上組み合わせて使用することができる。
【０１００】
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　本発明に用いられる現像液にはその他の種々界面活性剤と併用することができ、アニオ
ン系、カチオン系、ノニオン系及び両性界面活性剤が挙げられる。これらの併用する界面
活性剤は、現像液中に０．００１～１０質量％、より好ましくは０．０１～５質量％の範
囲で添加される。
【０１０１】
　本発明に用いられる現像液には、種々現像安定化剤が用いる事ができる。それらの好ま
しい例として、特開平６－２８２０７９号公報記載の糖アルコールのポリエチレングリコ
ール付加物、テトラブチルホスホニウムブロマイドなどのホスホニウム塩及びジフェニル
ヨードニウムクロライドなどのヨードニウム塩が好ましい例として挙げられる。更には、
特開昭５０－５１３２４号公報記載のアニオン界面活性剤又は両性界面活性剤、また特開
昭５５－９５９４６号公報記載の水溶性カチオン性ポリマー、特開昭５６－１４２５２８
号公報に記載されている水溶性の両性高分子電解質がある。更に、特開昭５９－８４２４
１号公報のアルキレングリコールが付加された有機ホウ素化合物、特開昭６１－２１５５
５４号公報記載の重量平均分子量３００以上のポリエチレングリコール、特開昭６３－１
７５８５８号公報のカチオン性基を有する含フッ素界面活性剤、特開平２－３９１５７号
公報の酸又はアルコールニ４モル以上のエチレンオキシドを付加して得られる水溶性エチ
レンオキシド付加物と、水溶性ポリアルキレン化合物などが挙げられる。
【０１０２】
　本発明に用いられる現像液は使用時よりも水の含有量を少なくした濃縮液としておき、
使用時に水で希釈するようにしておくことが運搬上有利である。この場合の濃縮度は各成
分が分離や析出を起こさない程度が適当であり、含有物にもよるが、通常、濃縮液：水＝
１：０～１：１０程度に濃縮する事ができる。又、容器としてはアルカリ性であることか
ら、炭酸ガスを透過しない、しかも安全上輸送中に破損することのない材料を用いること
が好ましく、通常ハードボトル、キュービテナー等の樹脂製容器が好ましく用いられる。
【０１０３】
　本発明の処理方法においては、露光後通常自動現像機で処理を行う。自動現像機は、一
般に現像部と後処理部とからなり、印刷版を搬送する装置と、各処理液槽及びスプレー槽
から成り、露光済みの印刷版を水平に搬送しながら、ポンプで組み上げた各処理液をスプ
レーノズルから吹き付けて現像及び後処理するものである。又、最近は現像液が満たされ
た現像槽中に液中ガイドロールなどによって印刷版を浸漬搬送させて現像処理する方法が
開発されており、この様な現像方法も本発明に好適に適用できる。この様な自動現像液に
おいては、現像処理量や稼働時間等に応じて補充液を補充しながら処理することができる
。
【０１０４】
　この様な組成の現像液で現像処理された印刷版は水洗水、界面活性剤等を含有するリン
ス液、アラビアガムやデンプン誘導体等を主成分とするフィニッシャーや保護ガム液で後
処理を施される。本発明の印刷版の後処理はこれらの処理を種々組み合わせて用いること
ができ、例えば、現像→水洗→界面活性剤を含有するリンス液処理や現像→水洗→フィニ
ッシャー液による処理がリンス液やフィニッシャー液の疲労が少なく好ましい。更にリン
ス液やフィニッシャー液を用いた向流多段処理も好ましい態様である。これらの後処理は
、一般に現像部と後処理部とからなる自動現像機を用いて行われる。後処理液は、スプレ
ーノズルから吹き付ける方法、処理液が満たされた処理槽中を搬送する方法が用いられる
。又、現像後一定量の少量の水性水を版面に供給して水洗し、その廃液を現像液原液の希
釈水として再利用する方法も知られている。この様な自動処理においては、各処理液に処
理量や稼働時間に応じてそれぞれの補充液を補充しながら処理することが出来る。また、
実質的に未使用の後処理液で処理するいわゆる使い捨て処理方式も適用できる。この様な
処理によって得られた平版印刷版は、オフセット印刷機に掛けられ、印刷に用いられる。
【実施例１】
【０１０５】
　以下実施例により本発明をさらに詳しく説明するが、効果はもとより本発明はこれら実
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施例に限定されるものではない。実施例中の部は質量部を示す。
【０１０６】
　＜本発明の平版印刷版Ａの作製＞
　幅１０３０ｍｍ、厚み０．２４ｍｍの合金組成がＡ１０５０タイプのアルミニウム板を
２５℃、２質量％－水酸化ナトリウム水溶液に３０秒間浸漬した後、水洗し、ナイロンブ
ラシとパーミストンの水懸濁液を用いてブラシ研磨し、水洗し、２質量％－水酸化ナトリ
ウム水溶液に３０秒間浸漬し、水洗した。これを３０℃の１質量％－塩酸と０．５質量％
－酢酸の混合液に満たした間接給電方式の電解槽に浸漬し、１２Ｖ、４５０クーロン／ｄ
ｍ２で交流電解粗面化し、水洗し、その後２５℃、２質量％－水酸化ナトリウム水溶液に
３０秒間浸漬してデスマットし、水洗し、さらに３０℃、２５質量％－硫酸水溶液を用い
て陽極酸化処理を施した後、水洗、乾燥し、アルミニウム支持体を作製した。
【０１０７】
　上記アルミニウム支持体表面を、走査型電子顕微鏡を用い、５０，０００倍の拡大倍率
で観察した結果、このアルミニウム板の表面には、開口径０．０２～０．３μｍの微小ピ
ットが１ｍｍ２当たり６．８×１０７個存在しており、この開口径０．０２～０．３μｍ
の微小ピットの平均開口面積Ａを求めたところ、１．５×１０－８ｍｍ２であった。１／
（Ａ×２）を求めたところ、３．３×１０７個であり、このアルミニウム支持体は、前記
式１を満足していることが確認できた。
【０１０８】
　下記処方による感光層の塗工液を作製し、上記アルミニウム支持体上に乾燥膜厚が３μ
ｍになる様に塗設し、本発明の平版印刷版Ａを作製した。
【０１０９】
＜感光層の塗工液＞
　　　ポリマー　（Ｐ－１；質量平均分子量約９万）　　　　３０部
　　　ポリマーの溶剤として１，３－ジオキソラン　　　　　７０部
　　　重合開始剤　　　（ＢＣ－５）　　　　　　　　　　　　４部
　　　　　　　　　　　（ＢＳ－１）　　　　　　　　　　　　２部
　　　重合性モノマー　（Ｃ－５）　　　　　　　　　　　　１５部
　　　ペンタエリスリトールテトラアクリレート　　　　　　１０部
　　　増感色素　　　　（Ｓ－３３）　　　　　　　　　　０．４部
　　　重合禁止剤　２，６－ジ－ｔ－ブチルクレゾール　　０．２部
　　　平均粒径１８５ｎｍのカーボンブラック　　　　　　　　４部
                                                                                
  
【０１１０】
　＜比較の平版印刷版Ｂの作製＞
　上記平版印刷版Ａのアルミニウム支持体において、デスマット温度を４０℃にすること
以外同様にして、比較の平版印刷版Ｂを作製した。尚、このアルミニウム支持体からは開
口径０．０２～０．３μｍの微小ピットは観察されなかったので、本発明の対象とするア
ルミニウム支持体ではない。
【０１１１】
　＜比較の平版印刷版Ｃの作製＞
　上記平版印刷版Ａのアルミニウム支持体において、デスマット温度を３０℃にすること
以外同様にして、比較の平版印刷版Ｃを作製した。尚、このアルミニウム支持体には、開
口径０．０２～０．３μｍの微小ピットが１ｍｍ２当たり７．３×１０６個存在しており
、この開口径０．０２～０．３μｍの微小ピットの平均開口面積Ａを求めたところ、２．
０×１０－８ｍｍ２であった。１／（Ａ×２）を求めたところ、２．５×１０６個であり
、このアルミニウム支持体は、前記式１を満足していないことが確認できた。
【０１１２】
　＜比較の平版印刷版Ｄの作製＞
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　上記平版印刷版Ａのアルミニウム支持体において、電解粗面化条件を２４Ｖ、９５０ク
ーロン／ｄｍ２にすること以外同様にして、比較の平版印刷版Ｄを作製した。尚、このア
ルミニウム支持体からは開口径０．０２～０．３μｍの微小ピットは観察されなかったの
で、本発明の対象とするアルミニウム支持体ではない。
【０１１３】
　＜本発明の平版印刷版Ｅの作製＞
　上記平版印刷版Ｂのアルミニウム支持体において、陽極酸化処理後、さらに９５℃の熱
水に１分間浸漬した後、水洗、乾燥し、アルミニウム支持体を作製すること以外同様にし
て、本発明の平版印刷版Ｅを作製した。尚、このアルミニウム支持体には、開口径０．０
２～０．３μｍの微小ピットが１ｍｍ２当たり４．５×１０８個存在しており、この開口
径０．０２～０．３μｍの微小ピットの平均開口面積Ａを求めたところ、２．２×１０－

９ｍｍ２であった。１／（Ａ×２）を求めたところ、２．３×１０８個であり、このアル
ミニウム支持体は、前記式１を満足していることが確認できた。
【０１１４】
　＜本発明の平版印刷版Ｆの作製＞
　上記平版印刷版Ｂのアルミニウム支持体において、陽極酸化処理液として２５質量％－
硫酸と５％－質量％の燐酸の混合液を用いること以外同様にして、本発明の平版印刷版Ｆ
を作製した。尚、このアルミニウム支持体には、開口径０．０２～０．３μｍの微小ピッ
トが１ｍｍ２当たり１．７×１０９個存在しており、この開口径０．０２～０．３μｍの
微小ピットの平均開口面積Ａを求めたところ、５．９×１０－１０ｍｍ２であった。１／
（Ａ×２）を求めたところ、８．５×１０８個であり、このアルミニウム支持体は、前記
式１を満足していることが確認できた。
【０１１５】
　作製した各々の平版印刷版を、８３０ｎｍ半導体レーザーを搭載した外面ドラム方式プ
レートセッター（大日本スクリーン製造（株）製ＰＴ－Ｒ４０００）を使用して、ドラム
回転速度１０００ｒｐｍ解像度２４００ｄｐｉ、レーザー照射エネルギー１００ｍＪ／ｃ
ｍ２の条件で印刷テストチャート画像の露光を行った。露光後に自動現像機として大日本
スクリーン製造（株）製ＰＳ版用自動現像機ＰＤ－１３１０を使用し、下記現像液を使用
して現像処理３０℃の液温で１５秒間処理）を行ない、続いて下記処方のガム液を塗布し
た。
【０１１６】
　＜現像液＞
　　　３５％アルキルナフタレンスルホン酸ナトリウム
　       　　　　（花王（株）製界面活性剤）　          ３０ｇ
　　　ＫＯＨ     　                                    ２５ｇ
　　　２０％珪酸カリ水溶液（ＳｉＯ２を２０％含む）　  　５０ｇ
　　　Ｎ－アミノエチルエタノールアミン　　             ３０ｇ
　　　水で                                           　　１Ｌ
【０１１７】
　＜ガム液＞
　　　リン酸１カリ　　　　　　　　　　　５ｇ
　　　アラビアガム         　　　     ２５ｇ
　　　デヒドロ酢酸         　　　   ０．５ｇ
　　　ＥＤＴＡ２Ｎａ       　　　       １ｇ
　　　水で　　　　　　　　　　　　　　　１Ｌ
【０１１８】
　上記のようにして作製した平版印刷版Ａ～Ｅについて、溶出性、現像処理後の画像の欠
落状態及び耐刷性を評価した。耐刷試験としては、印刷機はハイデルベルグＴＯＫ（Heid
elberg社製オフセット印刷機の商標）を使用し、インキはＢＥＳＴ ＯＮＥ墨Ｈ（Ｔ＆Ｋ
ＴＯＫＡ（株）製）、湿し水はアストロマークIII（（株）日研化学研究所製湿し水）の
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【０１１９】
　溶出性
　　○：非画像部に感光層が全く残っていない状態
　　△：非画像部に感光層が僅かに残存している状態
　　×：非画像部に感光層が残存している状態
【０１２０】
　画像の欠落状態
　　○：画像が全く欠落していない状態
　　×：画像が欠落してしまった状態
【０１２１】
　耐刷性
  　○：２０万枚以上
　　×：５万枚以下（元々画像が欠落しているものも含む）
【０１２２】
　上記現像処理において、３０℃１５秒間から３０℃４０秒間処理すること以外同様にし
て、非画像部の溶出性、現像後の画像の欠落状態及び耐刷性を評価した。各々の結果を表
１～３に示す。
【０１２３】
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【０１２４】
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【表２】

【０１２５】
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【表３】

【０１２６】
　上記結果より、比較の平版印刷版Ｂ、Ｃ、Ｄは、３０℃１５秒現像処理では、非画像部
の溶出性が良好で、画像が欠落せず、十分な耐刷性を示したが、３０℃４０秒現像処理で
は、画像が欠落してしまっている。これに対し、本発明の平版印刷版Ａ、Ｅ、Ｆは、３０
℃１５秒、３０℃４０秒現像処理とも、非画像部の溶出性が良好で、画像も欠落せず、十
分な耐刷性が得られた。
【０１２７】
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　以上の結果より、本発明の平版印刷版は、現像ラチチュードが広く、良好な耐刷性を示
す事が判る。
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